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1 は じ め に

福島県の転作等の実施状況を見ると,いわゆる土地利用

型作物である一般作物が57%を 占めながらも,団地化率が

14%と 全国的にも低い実態にある (昭和62年度)。 集団転

作の内容において特徴的なことは,圃場整備がらみで成立

した集団を除けば,ほ とんどの集団は転作団地力
:固定 して

おり,計画的に移動している集団が少ないことである。

生産性の高い水田農業を確立するためには,日畑輪換を

伴った地域輪作農法の確立が必要とされている。

「
集落も古くから固定的団地で集団転作を実施 している

が,団地の計画的移動を実施 したN集落との比較の中から
,

今後地域輸作へ向けての課題を検討 した。

表 1 対象集落の概況

2 集落の概況

F集落は中通り南部の自河市に接 した東村のJヒ部平担地

に位置し,近隣の企業進出により兼業化の進展が著しく,

第 2種兼業農家が多い。N集落は会津地方に属する猪苗代

町の南端にある平担水田単作集落であり,雇用機会に恵ま

れないため第 2種兼業農家は少なく,80%が第 1種兼業農

家である。

耕地はF集落では20～3酔 に整備されているが,河岸段丘

地にあるため土壌条件が大きく異なる (図 1)。 N集落で

は明治以降整備された10α 区画水田である。猪苗代湖に接

しているため地下水位が高いが,土質は近似している。 1

戸当り耕地面積は両集落とも大きく,F集落ではイヽ規模か
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図 1 土壌条件と転作団地

注 福島県農試「水田及び畑地土

壌生産性分級図」より

ら大規模まで幅が広いが,N集落では一部の小規模農家を

除くと接近している。

両集落とも集落内に転作用機械の共同利用組織がある程

度で生産組織は特になく,F集落では個別的に作業受委託

が進んでいる。

3 集団転作の実態と相違点

(D 土地調整主体と調整方法

F集落では昭和53年から,N集落では昭和55年 から集団

転作が取り組まれており,両集落とも現在まで団地化率は

90%前後と高い比率にある。いずれも集団転作の発案は集

落のリーダー格であり,それを集落の全体会で討議を重ね
,

合意を得ている。

F集落では集団転作協議会という専門機関を作り地権者

の説得に当り, リーダー層の圃場を可
“
心として転作団地を

集積した。その際の個人ごとの調整は肩代り転作とし,委

託料を支払うことで行っている。交換耕作は土壌条件が異

なるために農家には好まれなかった。N集落では特に転作
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の専門機関はないが,区 ,農事組合,大豆生産組合の役員

により転作団地の原案が作成され,農事組合総会において

決定されている。土地の調整方法はすべて交換耕作によっ

ている。金銭授受を伴う互助方式はトラブルのもとになる

ことを考慮 して採用しなかった。

2)転作作物と土地利用主体

転作の主作物はF集落では家畜の自給飼料の確保と,機

械化しやすい作物であることで飼料作物と大麦であり,こ

れに圃場の有効利用として大豆,小豆との輸作体系を組ん

でいる (表 2)。  N集落では気象条件から夏作物に限定さ

れ,大豆一作である。

転作の土地利用は両集落とも基本的には個人である。F

集落では当初,後継者組織である「土農会」が転作地の一

部を共同利用したが,会員の兼業化の進行と組織運営のま

ずさにより57年から中止した。

●  鋼料作物  野  菜

注 F黎落上地利用関より奥団贅作地を黎:|

(3)N集落のプロックローテーション

N集落では58年 にA団地からC団地へと,ま たD団地内

でも移動が行われた (図 1)。 団地移動が実施できたのは
,

①農家の規模格差が少なく第 1種兼業農家中心であるなど

質が似通っているため,転作が共通の課題であった,集落

もイヽさく十分な検討がなされ,集団転作の当初から3年ご

との移動を計画 していた,②大豆栽培は技術協定を行い
,

生産力向上の意欲が高かった,連作障害の回避には移動が

不可欠であった,③土壌条件が似ており,交換耕作に特に

支障をきたさなかった,な どの理由による。

4 ま  と  め

F集落で転作団地のローテーションが因難な理由は次の

条件による。①土壌条件が河岸段丘の上下で大きく異なり、

所有権も偏っているので交換耕作が成立しにくい。②農家

の規模格差が大きく階層分化が進んでおり,転作実施者が

限定されているので集落全体としての共通認識が乏しい。

③転作作物が連作障害の出にくい麦,飼料作物が主体であ

り,豆類も輪作により障害を回避しているために,日畑輪

換の必要性が少ない。また田畑輸換によって水稲が物材費

表3 F集落農家の経営状況

の低減 ,多収につながるといった効果を認識していない。

このようにN集落とは土壌条件・作物・集落的な意欲が

異なるため,集落の多くを巻き込んだ田畑輪換を実施する

ことは現状では因難である。現在F集落では,土地調整が

肩代り互助方式によっているため小規模農家の農地流動化

は制度上進みにくいが,転作圃場の利用は小規模農家が規

模の大きい農家に委託する傾向が強まってきている (表 3)

長1)は ,中核農家層の個別的規模拡大が進行することが

田畑輪換による新 しい水田利用方式において重要な課題で

あると指摘 している。今後F集落では転作口ばかりでなく

水稲作付田まで含めて数名の受託者へ利用を集中させ,受

託者群が実施的な圃場利用の裁量権を得るようになって始

めて田畑輪換及び地域輪作が可能となるだろう。
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表 2 作付体系別面積

1年 2作 1大型一人豆 大2- ―デントコーン イタリアンーデントコーン

243         264
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★
Ｏ

ｘ
　

×
Ｏ
　
ｘ
　

×
×
　

ｘ
★
★
△
ｘ
△
△

×
Ｏ
　
Ｏ

ｘ
△
×
ｘ
　
△
　
△

Ｏ

　
Ｏ
Ｏ

△

△
Ｏ

△
０

△
０

　
△
　
　

△

×
　

　

Ｏ

　
Ｏ

★

△
★
　
△
△
☆

０

一
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
△
△
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
△
Ｏ
Ｏ
△
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｃ
Ｏ
★
★
★
★
★

＝
一佃
館
Ｗ
郷
が
″
″
″
郷
¨
加
綱
”
恥
Ｗ
騒
脚
畑
』
”
“
郎
“
Ｈ
“
Ｄ
”
３８
”
ｍ
″
‘
η

，
，
３３
４３
‘

“
４‐
“
％
゛

“
“
”
“
゛

“
”
■
”
”
“

“
゛

％
”

”
”
”

“
“

Ｈ
“

１４
‐３
　
　
　
　

，

■
，

４３

‘

―-354-


